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ロースクールが直面する現在の情勢

高額の法学教育費用
　現在、法学教育にかかる費用は、食費や

家賃の支払や書籍を購入する費用を除い

て、平均で年間35,000ドルを超えている。

大抵のロースクールは、LSATやUGPAで自

校のプロフィールを向上させる成績上位者

に奨学金や助成金を支給しているが、大多

数のロースクールの学生は相当額の貸し付

けを受けざるを得ず、卒業時には10万ド

ル以上の負債を抱えている。これが最も深

刻なのは、カリフォルニア大学ロースクー

ルのような公立ロースクールにおいてであ

る。かつては公立ロースクールは多様な経

済的背景を持つ学生にチャンスをひらく玄

関口だったが、いまではその学費は平均で

年間45,000ドルを超えている。約30年前

に私が着任したときには、カリフォルニア

大学ヘイスティングス校のロースクール授

業料は年間7,500ドルを少し上回る程度

だった。ロースクール教育費の80パーセ

ント以上はカリフォルニア州が負担してい

た。いまでは州の負担は10パーセント未

満であり、授業料は年間５万ドル前後と

なっている。州が負担を取りやめた前提に

は、ロースクール卒業生は貸付債務をたや

すく返済できる程度の給与を手に入れられ

るだろうという間違った考えがあった。け

れども、この負担の取りやめは、アメリカ

における法律サービス提供の著しい変化―

―多くの大規模、中規模法律事務所の雇用

パターンを大きく変えた変化――と時期を

同じくするものだった。

アメリカにおける法律サービス提
供の変化

大規模事務所の再編
　 企 業 向 け 法 律 サ ー ビ ス の コ ス ト は、

1990年代後半から21世紀の始めの十年を

通じて跳ね上がり、パートナーは多くの場

合一時間あたり500ドルから1,000ドルに

のぼる時間給を請求していた。パートナー

は中堅アソシエイトやパラリーガル、新人

アソシエイトを自分の事案やプロジェクト

で働かせるが、その全員がどこでも一時間

75ドルから数百ドルを請求した。中堅ア

ソシエイトとパートナーのどちらも新人ア

ソシエイトの指導を行った。報酬請求構造

は法律事務所のビジネスモデルにとって極

めて重要だった。それは新人アソシエイト

の教育や、アソシエイトの高給、誰もが望

むパートナーの地位を獲得した人への高利

益のリターンを可能にしたのである。多く
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のアソシエイト弁護士は実際にパートナー

の身分を獲得することはないだろうという

ことは理解されていたが、法律事務所のピ

ラミッド構造は、このアソシエイトたちが

事務所にいる間は法実務の教育――伝統的

にロースクールでは施されていない教育―

―を受けられることを確実にしていた。

パートナーの地位にたどり着くことのでき

なかった人たちは、それでも多くの場合、

もっと規模が小さい事務所や、組織内弁護

士の地位、あるいは政府機関に移籍するこ

と、または自分の事務所を開業することが

できた。

顧 客 企 業 に よ る 報 酬 請 求 慣 行 の 厳 重 な
チェック
　経済が逼迫するにつれて、顧客企業は法

律サービスに対して支払う金額を厳しく

チェックするようになった。彼らは高額の

時間給を渋り始め、新人アソシエイトの教

育費用を負担することを望まないように

なった。残念なことに、法律事務所がこの

費用を吸収するには、報酬スキームを再編

するなど、ビジネスのやり方を大幅に変え

なければならなかっただろう。けれども、

そのようなことは起こらなかった。その代

わり、法律事務所は雇用を大幅に削減して、

ロースクール新規卒業生の採用を大きく減

らした。パートナーの地位を獲得できるア

ソシエイトは少なくなり、契約弁護士、非

エクイティ・パートナー、長期アソシエイ

トという、新しいタイプの地位が作られた。

さらに、他の企業組織と同じように、法律

事務所はアウトソーシングを開始し、簡単

な調査・証拠開示業務をインドやイスラエ

ルの事務所や、弁護士給与が国内主要都市

よりずっと安い国内の他の地域に委託し

た。

　このような変化は大規模事務所に限られ

ない。中小規模事務所もサービス提供の方

法をより効率的にするよう迫られた。この

転換は雇用慣行にも変化をもたらした。

組織内弁護士の役割の変化
　企業は、かつては法律事務所が行ってい

た業務をすることのできる組織内弁護士を

雇用した。また、組織内弁護士は法律事務

所からの請求書を綿密にチェックするよう

になり、多くの企業は、ロースクール新規

卒業生の教育のための費用を支払うつもり

はないことを明言した。

経済が公共部門に関して果たす役割
　経済が逼迫するにつれて、政府機関は税

収減に直面し、市や郡の法務部局、連邦政

府や州政府、地方自治体の関係機関、地区

検察局、公設弁護人事務所の雇用は減速し

た。また、経済の減速には「トリクル・ダ

ウン」効果があった。大企業の寄付に頼っ

ていた多くの非営利組織では収入が縮小

し、新しく弁護士を雇用すること、あるい

はフェローシップ・プログラムを維持する

こと、またはそのどちらもできなくなった。

　最後に、テクノロジーが法的サービスの

提供方法の変化の一翼を担った。LEGAL 

ZOOM.comのようなインターネット上の

DIY サービスや、機能向上したサーチエン

ジン、たくさんの電子化された書式の登場

のおかげで、あらゆる規模の法律事務所内

部で、かつては新人アソシエイトやパラ

リーガルが行っていた業務を以前より少な

い人手で行うことができるようになった。
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満たされざる弁護士ニーズ
　しかし、アメリカの法律サービス制度に

このような変化が生じても、法的代理を必

要としつつも報酬額が手頃な弁護士に、ほ

とんど、あるいは一切アクセスできない人

たちが、まだ何百万人もいる。インターネッ

トで作れる簡単な法律文書と、企業のため

の高額の法律サービスの中間には、普通の

アメリカ人に提供されていない、小企業と

個人のための広範な法律事項が存在する。

例えば、家族法、信託と不動産、消費者詐

欺、職場の公正、医療へのアクセス、年金

給付、商標、パートナーシップ契約、契約

法などに関する事項である。このグループ

に属する人たちは、高額な法律事務所の報

酬を支払うことはできないし、政府や非営

利法律事務所が提供するごく限られた無料

サービスを受ける資格もない。一般的に

ロースクールはこのような人たちのニーズ

を満たすための教育を学生に施していな

い。また、ロースクールの費用とロースクー

ルの学生が抱える負債は、新規卒業生が顧

客に低廉あるいはほどほどの額の報酬を請

求する小規模実務を発展させることを難し

くしている。

授 業 料 の 高 騰、 雇 用 市 場 の 衰 退、
そして助成金や奨学金の不十分さ
のゆえの、法学教育市場の劇的な
縮小

出願者総数の減少
　ロースクール入学協議会（Law School 

Admission Council）によると、昨年（2013

年）６月現在で、全米の出願者数は2012

年から15.9％減少していた。2011年との

比較では、2013年の全米の出願者総数は

30％の減少だった。５年間の増加がピー

クに達した2010年と比較すると、2013年

にロースクールに出願した出願者数は

37.5%の減少だった。現在（2014年２月）、

全米のロースクール出願者プールの約

28％が明らかになっているが、出願者数

は昨年から13.6％の減少となっている。

　その一方で、ロースクールはこの限られ

た出願者をめぐって争わなければならな

い。この出願者たちは判断を下すのにラン

キングに目を向けることが多い。そして、

一番重要そうなランキングは、かつては売

れない雑誌だったUSニュース＆ワールド・

レポート誌により毎年春に発表されるもの

――ランキングの聖杯――である。ランキ

ングは全くの謎に包まれているわけではな

い。ランキングはその雑誌が練り上げた諸

要素に基づいている。それぞれの要素に付

与されるウェイトは年毎に若干変わる。け

れども残念なことに、それらの要素はロー

スクールの学生がこの困難な時代に備える

のに必要なものと必ずしも関連していな

い。次のものが最重要の要素である。⑴同

業者、すなわち他のロースクールによる調

査、⑵弁護会による調査（誰がこの調査の

ために選任されるのかは秘密のままだが）、

⑶卒業９か月後のロースクール卒業生の就

職状況、⑷一年生のLSAT中央値、⑸一年

生の学部時代のGPA（UGPA）中央値、⑹

学生一人あたりの教育経費、⑺卒業時の

ロースクール卒業生の雇用状況、⑻学生数

と教員数の比率、⑼入学合格率、⑽司法試

験合格率。

ランキングを構成する要素の分析
　同業者調査、つまり、ロースクールはお
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互いについてどう評価するか。これは毎年

送付される調査表によって判断される。こ

の調査票はロースクールのディーンや、ご

く最近に終身在職権を得た教員、そしてそ

れ以外に選び出された２、３人の教員に送

付される。では、法律学の教授陣やディー

ンは、彼らの同業者が行っていることを正

確に評価できる立場に立つことがどのよう

にしてできるのか。まあ、おそらくそのよ

うな立場にはないかもしれない。けれども、

彼らは多くの場合、同業者の学問研究上の

評判を通じて得た知識を考慮に入れる。し

かし、ロースクールと教授陣の数から考え

ると、大多数の教授陣が知っているのは同

業者のほんの数パーセント――一般的に自

分と同じ分野の教員――にすぎない。この

ように、彼らの調査結果は主観的知識に基

づいている。

　教授陣が同業者について情報を得るもう

ひとつの方法は、インターネットのブログ

によるものである。重要そうなひとつのブ

ログは、シカゴ大学ロースクール教授のブ

ライアン・ライター（Brian Leiter）のも

のである。彼は自分のブログで、ロースクー

ル教授陣の研究、ロースクールが誰を雇う

か、ある人がいつ他のロースクールに移籍

するかといった、あらゆる事柄を議論して

いる。それはある意味でロースクールのゴ

シップ記事である。けれども、それは些末

なものではない。真面目で充実したテーマ

を扱っている。しかし、それは法学界の一

部が抱いている価値の表現にすぎない。そ

してここでも、それはこの困難な職業と困

難な時代のために学生を教育するのに必ず

しも必要なものではない。同業者調査はラ

ンキングのもっとも重要な要素なので、

ロースクールは優れた学問的力量を持つ学

者を雇うために、同僚より授業負担を少な

くすることを認める、より高い報酬を払う、

研究出張費を潤沢に支給するといった、あ

らゆることをするだろう。このことは法学

教育のコストを増大させる。それは学生が

授業料を通じて負担するコストであり、彼

らが直面する市場の課題に立ち向かうよう

卒業生を成長させることに必ずしも転換さ

れないコストである。

　もうひとつの重要な要素は、ロースクー

ル卒業生の就職率である。市場の後退のせ

いで、この要素は、ロースクールにそのラ

ンキングを引き上げるためのあらゆる「創

造的プログラム」を行わせる原因となって

いる。そのような戦術として頻繁に使われ

るもののひとつは、自校の学生をリサーチ・

アシスタントとして雇用すること、あるい

は俸給を支給して非営利の仕事をさせるこ

とである。これは期限付きの地位であるこ

とが多く、その任期はUSニュース＆ワー

ルド・レポート誌が調査対象とする期間と

重なっている。また、学生のLSAT得点と

UGPAがランキングにとって重要であるた

め、多くのロースクールは、少人数の優秀

な同じ集団の学生を追いかけて奨学金を惜

しみなく注ぎつつ、他の学生には自分の教

育を借入金でまかなわせることが多い。残

念ながら、現在満たされていない法的ニー

ズに応える立派な経験や、潜在性、あるい

は関心を持つ出願者は見落とされてしま

う。

前に進む道

　このようにいささか気の滅入る破滅のシ

ナリオを示してきたので、前に進む道はあ
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ると言うことで話の締めくくりとしたい。

カリフォルニア大学ヘイスティングス校

で、我々は今日の法学教育が直面する多く

の課題に真正面から取り組もうとする戦略

プランを策定した。我々はカリキュラムの

評価からスタートした。我々は法分析と法

理論の教育を続けることの重要性は認識し

ていたが、理論と分析は弁護士がそのキャ

リアを通じて行うことになる問題解決の文

脈で導入される必要があることも実感して

いた。例えば、我々は民事手続をそれだけ

孤立させて教えるのではない。我々は民事

手続を不法行為法上の問題と結び付けて、

学生が不法行為法で学んでいることを、訴

状を書くため、事実調査計画を立てるため、

証拠開示手続を行うため、そして略式判決

申立を書くために応用させている。我々は

財産法を学んでいる学生に賃貸借契約や売

買契約の書き方を学ばせている。我々は、

法実務はそれだけ孤立して行われるのでは

なく、他の学問分野のなかで行われること

を実感しており、法の学際的性質を学生に

経験させる拠点を発展させた。我々はカリ

フォルニア大学サンフランシスコ校の健

康・科学・医療課程と連携して、コンソー

シアムという名称の共同研究を立ち上げ

た。コンソーシアムには、上級生のための

医療法律クリニックや、医療、看護、薬学、

法律の分野の学生を対象とする合同授業が

組み込まれており、学生は、法、政策、科

学の文脈における医学的証拠や肥満といっ

た論点について学んでいる。それに加えて、

我々は学生に自分の事務所を開業する準備

をさせる授業も行っている。それには、法

律事務所経営、弁護士のための財務の基礎

や、数々の契約書起案の授業が盛り込まれ

ている。

　我々は知的財産ガレージ（相談所）を新

設して、実践的な臨床教育を拡大させてい

る。そこで学生たちは、新進企業家を支援

して、事業が軌道に乗るのに必要な法律業

務を行っている。我々は、カリフォルニア

州 の 二 重 目 的 会 社 法（dual-purpose 

corporate code）の下で社会的責任を負う

企業家と連携する小企業クリニックを開始

したところである。臨床教育は費用がかか

るので、我々はエクスターンシップ・プロ

グラムも拡大させてきた。学生が卒業して

すぐ本格的に法実務を始められるように、

ロースクールは政府、非営利部門、民間部

門と連携して３年次の学生が臨床教育や実

習を受けるチャンスを築くことができる

し、そうするべきである。カリフォルニア

大学ヘイスティングス校では、「アメリカ

の た め の 弁 護 士（Lawyers for America, 

LfA）」というプロジェクトを開始した。

LfAは学生が３年次をまるごと費やして政

府機関や非営利組織で働くことを認めてい

る。卒業すると、学生はその職場に有給フェ

ローとして少なくとも１年間留まる。それ

に合わせて計画を立てられるように学生の

選抜はロースクールの２年次に先立って行

われるため、参加する学生と団体はうまく

マッチする。

　カリフォルニア大学ヘイスティングス校

が始めたこと、そしてそれ以上のことを、

あらゆるロースクールが行うことができ

る。実務法曹と提携することで、ロースクー

ルは実務科目やエクスターンシップの派遣

先を増やすことができる。実務法曹が補佐

役として専任の教授との共同授業を行うこ

とは、理論が実務においてどのように展開
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するかを学生が教室にいながらにして理解

する理想的方法である。技能と理論が分離

されると、学生は両者がどのようにして手

を携えて働くのか理解することができなく

なるのが常である。ロースクールは、教授

陣が学生にもっとたくさんのことを教え、

もっと多くの時間を学生のために費やすよ

うにインセンティブを与えることも必要で

ある。インセンティブは学問業績をあげる

ことにだけ向けられるのでは十分でない。

　ロースクールは貸付奨学金の返済減免プ

ログラムを充実させなければならない。連

邦政府はある種の非営利事務所や政府機関

で10年働いた学生のためにそのようなプ

ログラムを創設しているが、我々はこれを

もっと増やさなければならない。ロース

クールのディーンの資金集めは奨学金返済

減免の充実をめざさねばならない。小事業

主や、知的財産に関する支援を必要とする

芸術家、新進起業家、また低所得層や中間

所得層の法的ニーズを満たすために法律事

務所の開業を目指す卒業生もまた、奨学金

返済減免プログラムの対象にされるべきで

ある。

　また、ロースクールは一致団結してラン

キングをボイコットする必要がある。どの

ロースクールのディーンも、自分はランキ

ングが嫌いだと明言している。けれども彼

らは、ランキングを上昇させるようにロー

スクール運営を行っており、自分の組織の

様々なメンバーとともに長時間苦労してい

る。しかし、ディーンたちが何かラディカ

ルな行動を起こしたらどうなるだろうか。

ランキングの調査への協力を拒否して、毎

年の質問票に記入しなかったらどうなるだ

ろうか。その代わりに、ランキングの質問

項目が社会的に喫緊の課題に取り組む弁護

士の養成に必須の事項を反映していない

と、ディーンたちが共同声明を出したらど

うなるだろうか。

　最後に、ロースクールは研究と学問を捨

ててはならない。しかし、学問は現代的課

題に取り組むものでなければならない。学

術論文はひとつの分野の少人数の研究者以

外にも読まれる必要がある。弁護士や一般

の人たちがその重要性を理解できるように

表現されていなければならない。アメリカ

の法学界は、過去数年間、その仕事や役割

の重要性について際限のない悪評に耐えて

きた。しかし、法学界が地域的、全国的、

国際的な諸問題を背景にして、法の支配に

ついて考え、研究論文を執筆するのでなけ

れば、我々は我々を一つの専門家集団とし

て特別なものたらしめているものを失うこ

とになる。我々の著作は決して難解なもの

ではないこと、我々の学問業績は、実際に

法と政策、そして社会に影響を与えている

ことを証明することが、我々の課題である。

それは法学教育の重要な一要素である。だ

が、大事なのはそれだけではない。


